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穀物自給率の基礎的要因と日本の位置
――耕地，所得，人口の157か国比較分析――

〔要　　　旨〕

１　世界各国データの統計分析を行い，穀物自給率とその規定要因である耕地賦存，所得水
準，人口の関係を整理して日本の位置を示した。各種要因の総合的な影響を調べ，その世
界全体の傾向を把握したことが本稿の特色である。広範な国際比較に基づいて，日本農業
の比較劣位の程度と改善の可能性，輸入依存の特徴について整理することが，今後の食料
自給率や農業のあり方に関する見通しのよい議論に役立つものと考える。

２　分析対象国は全体で157か国，分析対象時期は1994～98年（平均値を使用）である。国際
貿易論は必要な枠組みを与えないため，探索的な統計分析を行った。

３　まず耕地賦存，所得水準を説明変数とする自給率の回帰分析を行った結果，以下の特徴
が見いだされた。
①所得の高い国々ほど自給傾向が崩れており，輸入国と輸出国への分化が顕著である。
②所得が同水準の国々における自給率の格差は耕地賦存に従う。つまり所得の高い国ほ
ど耕地の賦存によって規定される穀物生産の比較優位に従った特化が進んでいる。

③所得がある水準を超えると自給率の傾きは低下から上昇へと反転する傾向がある。比
較劣位化は所得が高いほど進むが，所得がある水準を超えると政府による農業保護に
よって自給率が高くなると仮説的に考えることができる。

④自給率の反転位置（に対応する所得水準）は耕地賦存に従う。耕地が豊富で高い比較優
位をもつ国ほど，農業保護によって容易に自給率が高まると解釈できる。

４　次に人口を加えた回帰分析を行い，他の規定要因を考慮した上で自給率に対する人口の
正の寄与を確認した。自給率の各種構成要素に関する偏相関分析の結果から，人口によっ
て表される国レベルの規模効果は外部効果であり，かつ自給促進的，輸入代替的で比較優
位に貢献しないと考えられる。これらの特徴は全体として国際貿易論で通常想定される規
模効果とは合致せず，むしろ何らかの政策介入，特に国内農業保護の影響を示唆するもの
である。こうした結果を説明する有力な候補は，国の食料安全保障と国際穀物市場の供給
制約，およびそれらを背景とする国内農業保護であろう。

５　上記の回帰分析により世界における日本の位置付けを整理すると，限界的な穀物生産国
であることと，小国のような輸入依存という２つの特徴が指摘できる。偏相関分析の結果
は日本の輸入依存が食料安全保障上のリスクを伴っていることを示唆している。



わが国の食料自給率や農業のあり方をめ

ぐる従来の議論において，諸外国との比較

は，その多くが先進国や主要国間の比較に

とどまっている。世界全体を対象とする広

範な国際比較に基づいた要因分析はあまり

なされておらず，その結果，日本の比較

劣位の
（注１）

程度と改善の可能性について，また

国の規模と輸入依存の関係についても詳細

が不明なまま，各種方策が講じられてきた

ように見受けられる。

そこで，本稿では分析対象を主要な食料

かつ主要な作目である穀物に限定して世界

各国データの統計分析を行い，自給率とそ

の規定要因である耕地賦存，
（注２）

所得水準，人

口の関係を整理した上で日本の位置を示

す。さらに，次稿（本誌2005年２月号に掲

載の予定）では穀物自給率を構成要素別に

分析して世界とアジアにおける日本の位置

付けについてより詳細に整理し，将来の展

望を得たい。
（注３）

こうした分析は，自給率を論じるための

一般的なバックグラウンドを提供し，見通

しのよい議論の一助となることを意図して

いる。

（注１）比較劣位とは，生産にかかる相対コスト
（＝農業の生産コスト／他産業の生産コスト）が
他の国よりも高いこと。

（注２）「賦存」は生産要素や資源の存在やその量
を表す用語。耕地の賦存は農業の競争力を決め
る基本的な要因である。

（注３）本稿と次稿はおもに平澤･川島･大賀（2004），
Hirasawa, Kawashima and Ohga（2004），
平澤（2004）の成果に基づいている。詳細は
各々の論文を参照されたい。
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本節ではごく簡単に現状を整理したうえ

で，広範な国際比較の必要性と本稿の基本

的な課題を述べる。自給率の低下は，食料

安全保障上の観点から問題視されており，

その維持向上は新基本法における政策目標

となっている。しかし，以下にみるとおり

自給率を巡っては，世界的な国際比較によ

る現状把握が不足しており，そのことが，

自給率の先行きや目標設定の是非に関し

て，見通しが悪くなっている一因であると

考えられる。本稿は，世界的な国際比較分

析に基づいて，日本のおかれた状況を整理

するものである。

（１） 日本の低自給率

日本における食料自給率の低さは，日本

の食料需給や農業の現状を象徴するものと

して問題視されてきた。よく言われるよう

に，日本の食料自給率は先進国中で最

低水準
（注４）

にあり，農業関係者ばかりでなく，

各種世論調査で
（注５）

も将来の食料供給に対する

不安が強いことが示されている。

食料自給率が低下した主な要因は，高度

経済成長期以降についてみると，経済成長

にともなって需要の変化と農業の比較劣位

化が進んだことである。米の需要が減退す

る一方で，小麦と飼料穀物，油糧作物の需

要は大幅に増大し，その結果として国内耕

地の何倍にも及ぶ面積の耕地がなければ物

理的に生産できない大量の農産物が輸入さ

れるようになった。

しかし，水田の大規模な減反をみればわ

かるように，むしろ日本国内の耕地は余っ

ている。余った耕地をすべて飼料穀物，油糧

作物の自給や米の輸出用生産に振り向ける

ことができれば自給率は大幅に向上するは

ずであるが，それが困難なのは比較劣位に

よる。つまり，耕地の絶対量が不足している

うえ，希少な耕地を有効に利用することも

困難となっているのが日本の現状である。

また，農産物貿易の自由化や円高も日本

農業にとって大きな打撃となったが，これ

は本質的には比較劣位の影響が顕在化した

ものとみることができる。

いわゆる農業の構造政策は，労働生産性

を向上させるため経営規模の拡大を目指し

てきたが，とくに土地利用型農業について

は，面積規模の拡大が「十分」に進んでい

ない。

（注４）2003年度におけるカロリーベースの食料自
給率（供給熱量総合食料自給率）は40％，穀物
自給率は27％。農林水産省（2004c）による。

（注５）最近では農林水産省（2004a），総理府（2000）
などがある。

（２） 新基本法農政における自給率

こうした農業生産力低下への危機感や国

際需給の不確実性など，食料安全保障上の

懸念を背景として，食料自給率の向上は正

式に国の政策目標となった。1999年に制定

された食料・農業・農村基本法（以下，新

基本法）の第15条２項は食料・農業・農村

基本計画（以下，基本計画）において自給

率の目標を設定することを定めている。新

基本法では食料の安定供給は国内農業生産
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２　広範な国際比較の必要性



の増大を基本にする（第２条２項）ことと

しており，その際に自給率は「国内の農業

生産が国民の食料消費にどの程度対応して

いるか」（基本計画２章１節）を表すものと

位置付けられている。

しかし，農林水産省（2004b, p. 9）によれ

ば，2000年策定の基本計画で設定された自

給率の引上げ目標に
（注６）

ついては，達成が困難

とされている。これは，現在進行中である

次期基本計画の検討過程で，最近発表され

たものである。目標設定から４年で見直し

を余儀なくされたのであり，自給率の先行

きについては不透明感が強いといえよう。

今後，さらに貿易の自由化が進むなかで見

通しを得るには，世界各国との比較により，

日本農業のおかれた状況を理解することが

必要である。

（注６）2010年度におけるカロリーベースの食料自
給率45％，穀物自給率30％など。

（３） 広範な国際比較の不足

自給率の目標導入以前にさかのぼってみ

ても，同様の論点が見いだせる。新基本法

の制定に先立つ食料・農業・農村基本問題

調査会（97～99年）の議事録により，自給

率目標導入の検討過程を振り返ってみる

と，賛否が分かれただけでなく，議論はお

おむね平行線であった。その一因として，

広範な国際比較に基づく現状把握の不足が

挙げられる。

まず，貿易自由化・競争と国内生産維

持・保護の間の対立は，議論の基調をなし

ている。しかし双方とも，農業生産の効率

化について，現実的にどの程度の対応が可

能かを説得的に示してはいない。妥協の前

提となるべき日本農業の比較劣位の程度

と，その改善の可能性が明らかにされてい

ないのである。
（注７）

国際競争力は世界各国間の

相対評価なので，ひろく世界各国を比較し

なければ日本のおかれた状況は明確になら

ないはずである。

また，国内生産と輸入・備蓄の比重も重

要な論点である。これは，単に両者の経常

的な所要コストを比較するだけで可否を決

定できる問題ではない。国内生産の重要性

は，輸入依存のリスクの程度に依存するの

で，まずその点の現状把握が必要である。

そのためには日本のおかれた国際的環境

を，国際貿易交渉に限定せず，より基礎的

な条件の面から明確にすべきであろう。

このように自給率の目標を巡っては，そ

の導入以前から広範な国際比較が不足して

いる。世界各国の比較を踏まえた何らかの

見取り図が必要とされている。

（注７）この点についてはこの調査会に限らず，農
業のあり方を巡る既往の各種議論にも同様の傾
向がある。例えば辻井（1996）によるレビュー
を参照。

（４） 基本的な課題の設定

そこで本稿では，主要な食料であり，か

つ主要な作目でもある穀物について，その

自給率と基礎的な各種規定要因の関係を，

世界各国を対象とする統計分析により明ら

かにしたい。一般性の高い結論を得るため，

多数の国を分析対象に含める。こうした分

析により世界における日本の位置を明確に

示すことで，自給率や日本農業のあり方に
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関してより見通しの良い議論の土台を提供

できる。

分析の対象品目を穀物に限定する理由に

ついて若干説明しておく。土地の希少性に

由来する日本農業の問題は，土地利用型の

作目である穀物に顕著に表れている。他方，

穀物は日本および世界の多くの国において

主要な食料・作目であり，統計データも整

備されているため，広範な国際比較が可能

である。現代においては，畜産も飼料穀物

に依存しているため，穀物により食料の相

当部分を説明可能である。各種穀物には，

食料としてある程度の同質性があるため，

穀物合計値の国際比較により一人当たり消

費水準など全体の動向を把握できる。また，

主要な穀物の単収についても穀物の種類に

よる格差は小さく，所得水準による国際格

差が大きいことが明らかになっている（平

澤（2004））ので，穀物合計値により生産力

を適切に把握できる。

穀物自給率の主要な規定要因としては，

耕地賦存，所得水準，農業保護，人口が挙

げられる。土地資源の賦存と経済発展の程

度が，その国における穀物ないし農産物全

体の貿易や自給率を規定することは，これ

までしばしば指摘されてきた。先進国の農

業保護による貿易の歪みも大きな問題であ

る。また，大国の輸入依存という文脈で国

の規模にも注意が向けられてきた。

しかし，これまではそれぞれの規定要因

について別々に論じられることが多く，ま

た分析対象国も限られている。これら各種

要因による影響を総合的に把握すること

と，世界全体の傾向を把握することが本稿

の課題である。世界全体の傾向については，

世界各国を全体としてみたときのマクロな

パターンと，国レベルでみたときの各国に

共通な傾向に着目する。

以下，個々の規定要因について説明する。

（１） 耕地賦存

耕地は穀物生産に必須の投入要素であ

り，また非貿易財でもあるため，その賦存

状況の国際格差は極めて重要である。日本

農業の比較劣位は一人当たり耕地面積が欧

米先進国に比較して小さいことによる，と

いう指摘はしばしばなされている（荏開津

（1997，pp.101-102）など）。実際，国際貿易

論における多国間比較の実証研究は，穀物

純貿易の説明変数として土地資源賦存が重

要であることを示してきた（Leamer（1984，

pp.155-187））。

（２） 所得水準

所得水準は，購買力を表すとともに経済

発展や資本の豊富さの指標でもあり，多く

の経済事象と密接なかかわりを持ってい

る。経済発展は，技術変化，需給構造変化，

産業間人口移動などの変化を引き起こす。

耕地が比較的少ない国においては，経済

発展とともに農業の比較劣位化が進むこと

が知られている（荏開津（1997，p.104），速

水（1986，pp.59-60））。しかしこうした議論
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は，おもに耕地が比較的希少な少数の先進

国を対象としており，耕地賦存と経済発展

の総合的な影響に関する世界各国の一般的

な傾向については，十分実証的に明らかに

されていない。

（３） 農業保護

また経済発展の過程で，国家と農業の関

係は，農業搾取から農業保護へと転化して

いく傾向があることも指摘されている（速

水（1986，pp.16-21），本間（1994，pp.116-

143））。EUとアメリカの補助金つき輸出競

争にみられるように，先進国では農業保護

が輸出市場シェアを左右する大きな問題と

なっている。しかし，農業保護が世界各国

の貿易パターンに及ぼす影響や，その全体

的なパターンは十分に実証されていない。

本稿では，農業保護を直接の分析対象と

はしない。
（注８）

その理由は農業保護に関する精

度の高いデータを得られる国の数が限られ

ていること，および所得水準や耕地賦存に

より，農業保護を相当程度説明できるとみ

られることである。しかし所得水準，耕地

賦存と自給率の相関パターンには，必然的

に農業保護の影響が反映していると考えら

れるので，その点については一定の考察を

加える。

（注８）農業保護のデータを用いた実証分析は平澤
（2004）を参照。

（４） 人口

大国の食糧輸入依存度という文脈で，国

の人口規模にも注意が向けられてきた。か

つてソ連でもみられたように，大国の輸入

は国際穀物市場に大きな影響を与える。90

年代後半，中国の食糧需給の将来予測につ

いて論争があったことは記憶に新しい。人

口が10億人を超える国が，急速かつ大幅に

輸入に依存しようとすれば，国際穀物市場

の供給制約に直面せざるを得ない。人口の

多い国，特に１億人を上回る人口を擁する

国々は，そのほとんどが穀物の大部分を自

給しているのに対して，日本は唯一，大幅

に輸入に依存しており，そのことについて

懸念する指摘もある（たとえば1998年度版

『農業白書』p.94など）。こうした議論は，い

ずれも食料安全保障を強く意識したもので

ある。

また，より一般的に経済全体では，大き

な国ほど貿易依存度が低い傾向にあること

や（Deardroff（1984，p.502），藤野（1996）），

小国の顕著な特化傾向が知られている。

しかし食糧については，これまでの分析

対象は中国，インドといった人口大国や，

人口１億人超の国々に限られており，国の

規模と自給率の関係について広範な国際比

較に基づく整理はほとんど見当たらない。

国際比較に基づいて，上に挙げた各種規

定要因と穀物自給率の関係を調べるための

分析方法を検討する。国際貿易論は必要な

枠組みを与えないため，探索的な統計分析

を行ったうえで，回帰分析を適用すること

とした。また分析対象となる157か国のデ

ータについても説明する。
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（１） 国際貿易論との対応

自給率は国際競争力の表れであり，経済

学の枠組みでは，比較優位論を参照する必

要がある。しかしながら，各種の規定要因

が穀物の自給率に与える複合的な影響を，

多国間比較により総体的かつ実証的に調べ

るための枠組みは，比較優位論ないし国際

貿易論からは見いだし難い。

比較優位論を含む国際貿易論は，貿易の

規定要因を十分に網羅しておらず，規定要

因間（とくに要素賦存と技術）の関係も説

明しない。
（注９）

主流であるヘクシャー＝オリー

ン理論の農産物貿易への適用には，更に

様々な理論上の困難がある。
（注10）

また，貿易パ

ターンの実証研究は通常，貿易の特定の側

面だけを強調したモデルに依存しており，

そうしたモデルの説明力は高くはない。
（注11）

本稿の対象領域は理論化が未だなされて

いない，あるいは不十分な領域を多く含ん

でいる。しかも本稿の目的は穀物の自給率

がどのように決まるかを明らかにすること

であり，貿易の特定の側面だけを強調した

モデルに全面的に依存することはできな

い。むしろ，まずは自給率が示す統計的パ

ターンの全体を把握した上で，比較優位論

による説明がどの程度可能かをみていく方

が現実的であろう。

（注９）なお各国の資源賦存と技術の関係について
はこれまで農業経済学においてメタ生産関数に
よる説明がなされているものの，国際貿易論と
の接続には成功していない。

（注10）Abbott and Thompson（1987），Goldin
（1990），Toby and Chomo（1994）を参照。

（注11）マークセンほか（1999 pp.263-264，p.266，
pp.277-278），Leamer and Levinsohn（1995）
を参照。なお近年では，例えばヘクシャー=オリ

ーン型のモデルに各国間の生産性格差を取り込
む等，各種の貿易の決定因を統合する方向へ進
みつつある。たとえばFeenstra（2004）を参照。

（２） 分析アプローチ

そこで本稿では，厳密な貿易理論モデル

からは離れて，自給率と各種規定要因の関

係を探索的・帰納的に明らかにしていくこ

ととする。具体的には，変数間の相関パタ

ーンを直接的に，かつできるだけ制約の少

ない形で調べ，一人当たり耕地面積，一人

当たりGDP，人口を説明変数とする自給率

の回帰分析を行う。また次稿では自給率の

各種構成要素別に分析を行う。

自給率は貿易の指標とみることができる

ので，厳密な貿易モデルからは離れている

ものの，本稿および次稿の統計分析は世界

各国の穀物貿易パターンとその要因の分析

にもなっている。

この探索的・帰納的アプローチを有効な

ものとするために，信頼できるデータが利

用可能な国すべてを分析対象とする。広く

世界全体を対象とすれば，より一般的な傾

向が明らかとなり，分析対象国数を多くす

れば，より詳細な比較が可能となるためで

ある。

またこのアプローチの副産物として，基

礎的な統計データの整理と比較によって示

された単純な事実については，内容が理解

しやすく，幅広い合意を得やすいことが期

待される。

（３） データの説明

ここで分析データについて簡単に説明し
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ておく。
（注12）

まず分析対象国は全体で157か国

であり，ひろく世界全体を網羅している。

さまざまな地域（第１表），経済条件の国

を含んでおり，代表性の高いサンプルとみ

ることができる。対象国のうちでは途上国

が多数を占めているので，統計分析の結果

も途上国の傾向および途上国と先進国の差

異を強く反映したものとなる。この点につ

いては他の研究，とくに先進国を対象とし

た研究と比較する際に注意が必要である。

本稿の分析は，経済発展の影響に関する示

唆を得やすいと考えられる。

次に分析対象時期は94～98年である。原

データは国別の年次データであるが，年々

の変動を除くため，当該期間中の平均値を

用いてクロスセクション分析を
（注13）

行う。クロ

スセクション分析は各種の環境変化を捨象

することにより，変数間の関係が把握しや

すい。他方，時系列変化や歴史的な要因は

とらえることができない。なお，以下の各

節における分析のなかでは必要に応じて所

得水準や自給率が「上昇する」「高まるに

つれて」など，時系列変化を想起させる表

現を用いるが，あくまでも同一時点のデー

タに基づく比較であることに注意が必要で

ある。そうした表現は，原則として複雑な

相関パターンを説明するためのものである

が，一部では各国間の所得水準等の格差か

ら，経済成長の影響を類推している場合も

ある。

分析対象変数は，穀物の自給率（％），一

人当たり耕地面積（ha），一人当たりGDP

（名目，USドル），人口（千人）である。耕

地面積，GDPとも総人口一人当たりであり，

人口は総人口である。自給率は飼料を含む

重量ベース，定義式は生産量／国内供給量

（×100）である。
（注14）

一人当たり耕地面積は耕

地賦存の豊富さを表す。一人当たりGDPは

経済発展の指標であるとともに所得水準と

資本賦存も表している。人口は需要の規模

を規定しているほか，生産など様々な規模

要因を反映している。分布の形を整えるた

め，すべての変数に変換を施す。分布の形

に応じて自給率は平方根，
（注15）

それ以外の変数

については常用対数（Log10）を用いる。デ

ータソースは名目GDPのみWorld Bank

（2000），それ以外はFAOSTATである。

ここで最も基礎的な説明変数である，一

人当たり耕地面積の分布を確認しておこ

う。次節以降の分析では具体的な国名をほ
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とんど挙げないが，ここで示す耕地賦存の

地域間格差を念頭におくとイメージを描き

やすいと思われる。

一人当たり耕地面積階層別の国の数を地

域別にみると（同第１表），アジアとカリブ

海には一人当たり耕地の少ない国が多い。

これらの地域には，一人当たり耕地面積が

0.1ha未満の国が集中している。日本の一

人当たり耕地面積は0.037haなので，表中

の下から２番目の階層（0.03～0.1ha）に属

している。アジアのうちで，旧ソ連（アジ

ア）は耕地が比較的豊富であり例外となっ

ている。対照的にカリブ海を除く南北アメ

リカ，ヨーロッパ，アフリカ，オセアニア

は一人当たり耕地面積が0.1ha以上の国が

多く，特にヨーロッパは0.2ha以上の国が

比較的多い。

（注12）具体的な分析対象国や変数の算出方法，デ
ータの分布等，詳細については平澤･川島･大賀
（2004）や平澤（2004）を参照。

（注13）クロスセクション（横断面）分析は，同一
時点における比較のこと。ただしこの場合は複
数年次の平均値を用いるので厳密にはパネルデ
ータ分析の用語でいうウィズイン推計である。

（注14）第６節と第７節でみるとおりこの統計によ
る日本の穀物自給率は第２節で挙げた値よりや
や低いので注意が必要である。

（注15）対数変換では左裾の長い偏った分布となる
ため。割合を示す変数（単位％）であることか
ら元数値に上側の外れ値が少ないのだと考えら
れる。なお対数変換を用いても回帰分析では有
意な結果が得られる。

自給率の回帰分析は本節と次節に分けて

行う。本節では一人当たり耕地面積と一人

当たりGDPを説明変数とする自給率の回帰

分析を行い，これら２つの説明変数が自給

率に及ぼす複合的な影響を調べる。次節で

は説明変数に人口を追加する。

以下本節では，まずノンパラメトリック

回帰により変数間の相関パターンを調べた

うえで，その特徴を線形回帰により検証し，

さらにその意味を検討する。

（１） ノンパラメトリック回帰

予断を排するため，初めから特定の回帰

式を想定して当てはめることはせず，まず

ノンパラメトリック回帰を用いて回帰曲面

の形状を探索する。

ノンパラメトリック回帰は，説明変数軸

上の各点において，近傍のデータを用いて

局所的に回帰分析を行うものである。通常

の回帰分析は説明変数の全範囲にわたり，

あらかじめ特定した関数形を前提とし，少

数のパラメーターにより全体の傾向を表現

する。それとは対照的に，ノンパラメトリ

ック回帰における回帰式の当てはめは局所

的であり，説明変数の全範囲における特定

の関数形を仮定しないため，回帰曲面（線）

の形状に関する制約が少なく，データに内

在する多様な相関関係を表現できる。その

ため複雑な非線型の相関関係も検出可能で

ある。
（注16）

一人当たり耕地面積階層別に，一人当た

りGDPを説明変数とするノンパラメトリッ

ク回帰を適用した結果を第１図に示した。

横軸（説明変数）に一人当たりGDP，縦軸

（目的変数）に自給率をとった散布図に，階
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層別の回帰曲線を表示してある。階層ごと

に回帰曲線の形状は異なっている，つまり

一人当たり耕地面積と一人当たりGDPの間

には交互作用があることがわかる。回帰曲

線間の形状の違いと相互の位置関係は，所

得と耕地賦存による複合的な自給率の変動

パターンを示すものである。

これらの回帰曲線に示された相関パター

ンの特徴は以下の４点に整理できる。

第一に，一人当たりGDPの小さい国々ほ

ど自給傾向が強いのに対して，一人当たり

GDPの大きい国々ほど自給率の格差が大き

く，輸入国と輸出国への分化が顕著である。

第二に，一人当たりGDPが同程度であれ

ば自給率の各国間格差は耕地賦存に従う。

第三に，一人当たりGDPがある水準を超

えると，自給率の傾きは低下から上昇へと

反転する傾向がある。

そして第四に，（一人当たりGDP軸上の）

自給率の反転位置は耕地賦存に従う。

次に多変量ノンパラメトリック回帰によ

り回帰曲面の形状を確認する。第１図では

回帰曲線の形状を見やすくするため，一人

当たり耕地面積階層別にノンパラメトリッ

ク回帰を適用した。しかし階層区分を行っ

たため計算対象となる（各階層の）サンプル

サイズは小さく，かつ説明変数が一人当た

りGDPのみであるため，一人当たり耕地面

積の影響が捨象されている。それに対して，

一人当たり耕地面積と一人当たりGDPの２

変数がもつ情報の全体を用いて，自給率の

回帰パターンを確認するには，これら２変

数の両方を説明変数とする多変量ノンパラ

メトリック回帰を適用する必要がある。

ノンパラメトリック回帰の一種である
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LOWESSによる回帰曲面の形状を第２図

に示した。等高線の形から，回帰曲面が全

体としては歪んだすり鉢状であることがわ

かる。また，この回帰曲面上における一人

当たりGDP方向の格子線は，階層別のノン

パラメトリック回帰（第１図）で得られた

回帰曲線に相当するものである。両者の形

状を一人当たり耕地面積別に比較すると，

階層別の回帰曲線にみられた各種の特徴

が，この回帰曲面上でも整合性をもって保

たれていることがわかる。

（注16）本稿で用いるのはノンパラメトリック回帰
のなかでも，局所線型回帰およびLOWESSと呼
ばれる手法である。これらの手法では説明変数
の重み付けを，説明変数軸上の各点からの距離
の減少関数によって行う場合が多い。本稿では
正規関数による重み付けを採用した。ノンパラ
メトリック回帰の詳細についてはシモノフ
（1999）を，LOWESSの詳細については竹澤
（2001）を参照。

（２） 線形回帰

このような各種特徴の統計的な妥当性を

さらに詳細に検証

するため，線型回

帰分析を行う。

ノンパラメトリ

ック回帰により見

いだされた相関パ

ターンは通常の回

帰分析により検証

することができ

る。ノンパラメト

リック回帰は局所

的な傾向から予測

値を算出するもの

であった。それに対して，通常の回帰分析

は，原則として分析対象となる変数の全範

囲に，同一の関数型と回帰係数を当てはめ

て，広域的な傾向を明らかにするので，回

帰式の形と回帰係数の有意性から，前項で

挙げた相関パターンの広域的な特徴につい

て個別に統計的な検証が可能である。

線型回帰分析の結果を第２表に示した。

ノンパラメトリック回帰の結果を考慮し

て，一人当たり耕地面積と一人当たりGDP

の２次式を適用した。有意性の低い，一人

当たり耕地の１次項を
（注17）

除いた場合（回帰式

２），修正済み決定係数は0.602である。一

人当たりGDPの各項は１次項，２次項，交

差項のすべてが高度に有意（p=0.0％）であ

り，一人当たり耕地面積の２次項は水準

５％で有意である。

回帰係数から回帰曲面の形状を読みと

り，上記のノンパラメトリック回帰から得

られた４点の特徴と合致しているかどうか
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を順次確認しよう。

まず回帰式２を一人当たり耕地で偏微分

すると

1.668 Log一人当たり耕地面積
＋1.86 Log一人当たりGDP

なので，所得水準が高くなるほど回帰曲面

の傾き，つまり一人当たり耕地による自給

率の格差が拡大することがわかる。これは

第一と第二の特徴に合致している。

次に回帰式２に戻ると，一人当たりGDP

の１次項の回帰係数が負，２次項の回帰係

数が正であることから，自給率の反転傾向

（第三の特徴）は明らかであろう。また，各

係数の符号と一人当たりGDPに関する一階

の条件から，想定どおり，一人当たり耕地

面積が大きくなるほど，自給率の最小値

（反転位置）を与える一人当たりGDPの値

は小さくなる傾向（第四の特徴）があるこ

とがわかる。やや詳しく説明すると，回帰

式を一人当たりGDPに関して偏微分したも

のが，ゼロに等しくなるとして整理すると，

Log一人当たりGDP

＝ 3.027－0.4729 Log一人当たり耕地面積

なので，耕地が豊富な国の反転位置は低所

得寄りとなる。

以上，通常の回帰分析によっても，ノン

パラメトリック回帰で見いだされた相関パ

ターンの特徴が４点ともに確認された。

（注17）多重共線性によるもの。回帰係数とｔ値の
変化からみて，（一人当たり耕地×一人当たり
GDP）の項が一人当たり耕地面積を代替してい
ると考えられる。

（３） 相関パターンの解釈

次に上記の４つの特徴についてその意味

を検討する。

まず，所得水準の高い国々ほど穀物の自

給傾向が崩れ，耕地賦存に従う自給率の格

差が拡大している（第一と第二の特徴）。自

給率の格差拡大に際しては，耕地の希少な

国々ほど自給率の低下が
（注18）

顕著であり，耕地

の豊富な国々では逆に自給率が高くなる傾

向にある。これは高所得国ほど特化傾向が

強いとみることができる。

耕地が希少な国々のなかで，高所得の国

ほど自給率が低い傾向については，そのよ

うな国ほど，耕地利用の機会費用が高いた

め，低付加価値の土地利用型作目である，

穀物の生産には不利なのだと解釈できる。

つまり，耕地の賦存によって規定される，

穀物生産の比較優位格差に従った特化が，

所得の高い国ほど進んでいる。それに対し

て，耕地が豊富な国々のなかで高所得の国

ほど自給率が高く，純輸出の割合が大きく

なる傾向は，所得上昇による比較劣位化の

進行と矛盾するようである。農業保護が影

響している可能性があろう。

また，市場経済化の進展による貿易の拡

大や輸入穀物に対する購買力の高まりが，

高所得国の特化傾向を促進しているものと

思われる。
（注19）

次の特徴（第三の特徴）は，所得水準が

ある程度まで高まると，所得に対する自給

率の（限界的な）傾きが低下から上昇へと

反転する傾向である。このパターンについ

ては，経済発展にともなう農業の比較劣位

化の進行，および農業搾取から農業保護へ

の転換という既存の議論と整合的な解釈が
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可能である。低所得の段階では，所得の上

昇とともに市場メカニズムによる比較優位

の低下が，自給率を引き下げるのに対して，

所得がある水準を超えると，政府による農

業保護が自給率を引き上げる力の方が優勢

になるのだと仮説的に考えることができ

る。

最後の特徴（第四の特徴）として，一人

当たり耕地面積が大きくなるにつれて，自

給率の反転位置が低所得側へ移動すること

が見いだされた。このパターンについては，

上記の特徴（自給率の反転傾向）と整合的

に，耕地が豊富で高い比較優位をもつ国ほ

ど，農業保護によって容易に自給率が上昇

に転じることを示していると解釈できる。

（注18）無論，これはクロスセクション分析なので
実際に各国の自給率が低下（ないし上昇）して
いるというわけではない。あらかじめ断ったと
おり国際格差のパターンを説明するためにこの
ような表現を用いた。以下同様である。

（注19）藤本（1996）によれば，途上国を対象とす
る農業経済学の研究で「経済発展による所得向
上は食料需要の多様化を伴い，農業生産の多様
化・商業化を促していること」（p.301）や，「必
ずしも主食の自給が達成できていない地域でも
輸出作物を中心とした農業商業化が急速に進ん
でいること」（p.309）が明らかになっている。
また，国際連合食糧農業機関（1998）によれば
「一人当たり平均所得が多くなるにつれて，相対
的な食料不足水準は低くなり，また，食糧輸入
を賄う能力は高くなっている」（p.15）。

本節では，前節の回帰分析の説明変数に

人口を追加し，３つの説明変数と自給率の

総合的な関係を明らかにする。また本節の

後半では，偏相関分析により人口規模が自

給率に及ぼす効果の詳細を調べ，政策介入

の影響を示唆する相関パターンがみられる

ことを指摘する。その背景には食料安全保

障と国際穀物市場の供給制約があると考え

られる。

（１） 人口を追加した回帰分析

回帰分析により，他の規定要因による影

響を考慮しながら自給率に対する人口の寄

与を示すことができる。相関パターンを観

察し残差分析を行ったうえで第５節の回帰

式に人口を追加し，正の寄与を確認する。

ａ　人口と自給率の相関パターン

回帰分析の前段として，人口と自給率の

相関パターンを調べ，回帰式の定式化を検

討する必要がある。

人口と自給率の散布図（第３図）をみる
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と正の相関が明らかであるが，相関パター

ンは直線的ではない。人口が少ない国は大

部分が低自給率であり，人口百万人未満の

領域では自給率25％未満の国が多い。人口

が多くなると全体の分布が上方にシフトし

て低自給率の国が少なくなる。おおむね人

口１千万人以上の領域では自給率25％未満

の国がなくなる。日本の自給率（25.1％）

はその下限に位置している。しかし，人口

がさらに多くなっても自給率100％を上回

る国，つまり輸出国はあまり増えず，人口

数百万人以上の領域では自給率100％内外

およびそれをやや下回る領域に多くの国が

集中している。

こうした相関パターンをノンパラメトリ

ック回帰により要約できる。散布図中に示

した回帰曲線の形状は，人口が多い国ほど

自給率が高くなることと，その頭打ち傾向，

および100％への漸近傾向を示している。

これらの観察結果は，人口の大きさがおそ

らく輸出促進的ではないことを示唆してい

る（この点は後で偏相関分析により確認す

る）。

ｂ　残差分析

人口と，前節における回帰式２の残差と

の相関係数を計算すると0.52である。した

がって，一人当たり耕地面積と一人当たり

GDPでは説明できない自給率の分散を，人

口によりある程度説明できる。また，人口

と自給率の相関係数を計算すると0.58であ

り，上の相関と値が近い。したがって，人

口の自給率に対する説明力は，回帰式２に

おける一人当たり耕地面積および一人当た

りGDPの説明力とあまり重複していないと

考えられる。

さらに，散布図を用いて一人当たり耕地

面積，一人当たりGDPのほぼ全域にわたっ

て自給率と人口に正相関があることを視覚

的に確認できる。第４図は，自給率を垂直

軸（目的変数）に，一人当たりGDPと一人

当たり耕地面積を水平の２軸（説明変数）

にとった３次元散布図である。一人当たり

GDPと一人当たり耕地面積を説明変数とす

る多変量ノンパラメトリック回帰（局所線

型回帰）による回帰曲面を表示し，さらに，

散布図の各点を人口の階層別に色分けして

ある。人口の大きな国は回帰曲面の上側，

小さな国は回帰曲面の下側に分かれて分布

していることが確認できる。

こうした残差分析の結果からみて，回帰

分析の説明変数に人口を追加することは妥
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当とみなせる。またその関数形は，第一次

接近としては線型が適当と考えられる。

ｃ　回帰分析

回帰式１の説明変数に人口を追加した回

帰分析の結果を前掲第２表の回帰式３とし

て示した。

すべての回帰係数は水準１％で有意，人

口の回帰係数の符号は正である。回帰式２

と比較すると，説明変数に人口を追加した

ことにより，修正済み決定係数は0.602か

ら0.721へ上昇した。また，一人当たり耕

地面積（２次項）の有意水準が向上した。

人口以外の説明変数の回帰係数にはあまり

変化がない。全体として良好な結果とみて

よさそうである。人口のｔ値は8.1で，一

人当たり耕地と一人当たりGDPの交差項

（8.3）に次いで大きく，絶対値で他の説明

変数の２～３倍である。人口の有意性は耕

地賦存や所得水準に匹敵するものといえ

る。

以上により，一人当たり耕地面積と一人

当たりGDPの影響を考慮した上で，自給率

に対する人口の正の寄与を確認できた。

（２） 人口の偏相関分析

次に自給率に対する人口の寄与の内容と

源泉を調べるため，自給率の各種構成要素

と人口の偏相関分析を行う。

自給率を各種の構成要素に分解したうえ

で偏相関分析を適用すれば，回帰式３にお

ける人口以外の説明変数による影響を取り

除いて（つまりコントロールして）自給率の

各構成要素と人口の相関を調べることがで

きる。この方法により，人口が自給率を規

定する仕組みを探ることができる。一人当

たり耕地面積と一人当たりGDPをコントロ

ールして分析を行うことは，耕地面積・

GDP・人口の３変数間の比率をコントロー

ルして規模の影響をみることを意味してい

る。

自給率の構成要素としては穀物の耕地シ

ェア（＝穀物収穫面積／耕地面積），単収，

一人当たり国内供給量（飼料を含む），一人

当たり輸出量，一人当たり輸入量と，農業

全体の土地装備率（＝耕地面積／農業人口），

農業人口シェア（＝農業人口／総人口）を

用いる。一人当たりの計数はいずれも総人

口により除したものである。データソース

はFAOSTATであり，すべてのデータが利

用可能な128か国を分析対象とする。自給

率と穀物耕地シェアは平方根，それ以外は

対数変換した。

これらの変数はいずれも自給率の定義式

を分解して得られたものである。算出方法

は以下のとおり。

自給率 ≡ 生産量／国内供給量
＝ 一人当たり生産量／一人当たり国内供給量
うち分子は
一人当たり生産量
＝土地装備率×農業人口シェア
×穀物耕地シェア×単収

分母は
一人当たり国内供給量
＝一人当たり生産量＋一人当たり輸入量
－一人当たり輸出量＋一人当たり在庫変化

なお，こうして得られた変数のうち，一

人当たり在庫変化は十分小さいと見な

せるた
（注20）

め，また一人当たり生産量について
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はその構成要素を分析したため，ともに分

析対象から除外した。

自給率の各種構成要素と人口の偏相関係

数を第３表に示した。回帰式３における人

口以外の説明変数（一人当たり耕地面積の

２次項，一人当たりGDPの１次項と２次項，

一人当たり耕地面積・一人当たりGDPの交差

項，人口）をコントロールしてある。各係

数は高度に有意なものと有意性の低いもの

にはっきりと分かれた。自給率，穀物耕地

シェア，単収は人口と正の相関があり，一

人当たり輸入量は人口と負の相関がある。

いずれも高度に有意（p＝0.0％）である。

その他の変数はいずれも人口と水準５％で

有意な相関がない（土地装備率，農業人口

シェア，一人当たり供給量，一人当たり輸出

量）。

（注20）在庫変化は相対的に値が小さいが，この場
合は5年間平均値を用いているため，作況等によ
る年々の在庫変動が相殺されてさらに値が小さ
くなっている。

（３） 偏相関係数の解釈

以下では偏相関分析の結果を解釈するこ

とにより，人口が各国の需給に与える影響

と，人口以外の要因による規模効果の有無

を調べ，人口規模が自給率に及ぼす効果の

性格を明らかにする。以下にみるように比

較優位（ないし競争優位）を伴わない輸入

代替的なパターンがあり，国の食料安全保

障と国際穀物市場の供給制約を背景とする

政策介入の影響が示唆される。

ａ　需給への影響

人口が各国の需給に与える影響につい

て，偏相関係数の有意水準と符号をもとに

整理しよう。まず需給のうち生産への投入

に直接かかわる技術（単収，土地装備率）

と資源配分（穀物耕地シェア，農業人口シェ

ア）を表す変数について偏相関係数をみる

と，単収と穀物耕地シェアの係数が有意か

つ正であり，土地装備率と農業人口シェア

の係数が有意でない。人口の多い国は高い

穀物耕地シェアと高い単収によって，

高水準の一人当たり生産量を実現して

おり，労働多投的な傾向はみられない

ことがわかる。次に生産された穀物の

仕向け先にかかわる貿易と供給につい

てみると，一人当たり輸入量の係数が

有意かつ負，一人当たり供給量と一人

当たり輸出量の係数が有意でない。人

口の多い国は高水準の一人当たり生産

量と低水準の一人当たり輸入量によっ

て人口の少ない国と同程度の一人当た

り供給量を実現しており，これは輸入
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代替的な供給パターンを示している。

人口と需給，および自給率の関係をさら

に整理すると以下のようにまとめられる。

すなわち，人口の多い国では，穀物に偏し

た耕地配分と土地節約的な技術（高い単収）

による高い生産水準が，輸入代替のような

供給パターンを生み出している一方，人口

の少ない国と同程度の一人当たり供給水準

を実現している。その結果，人口の多い国

では自給率が高いのだと考えられる。

ｂ　人口以外の規模効果の有無

人口と自給率の相関には，人口以外の

様々な規模の要因が影響を及ぼしている可

能性があるので，そうした影響の有無を検

証する必要がある。
（注21）

国際貿易論で一般的に挙げられる規
（注22）

模効

果の源泉で，国レベルの集計値に影響する

のは，

（a）農場レベルの規模の経済

（b）外部効果による比較優位ないし競争

優位

（c）輸送コストなどの地理的距離の要因

（d）小国の特化傾向

である。しかし現実の相関パターンをみる

かぎり，これらの要因は，（d）を除きいずれ

も該当しそうにない。以下，それぞれにつ

いて偏相関分析の結果等により確認する。

まず，経営規模の指標とみなせる土地装

備率の係数が有意でないことから，規模効

果は，農場経営レベルの規模の経済（a）

によるのではなく，国レベルの外部効果に

よるものと考えられる。

一方，一人当たり国内供給量，一人当た

り輸出量の係数は有意でない。つまり人口

は供給と輸出を促進する明瞭な傾向がない

ので，比較優位ないし競争優位（b）に貢

献しているとは見なし難い。

次に，一人当たり輸入量の係数は有意か

つ負であるのに対して，一人当たり輸出量

の係数は有意でなく，かつ符号は正である。

つまり輸入と輸出に対する人口の影響は異

なっている。この相関パターンは単に貿易

抑制的というより，むしろ自給促進的であ

る。このことは，輸送コストなど地理的距

離の要因（c）は規模効果の主な要因では

ないことを示唆している。なぜなら，地理

的距離の要因は輸出と輸入の両方に同様に

働き，貿易抑制的となるはずだからである。

少なくとも，地理的距離以外の要因が働い

ていると考えられる。
（注23）

それに対して，人口が少ない国の輸入依

存については，小国の特化傾向（d）によ

る説明がある程度可能である。ただし小国

の特化傾向だけでは規模効果の説明として

不十分である。小国の特化傾向では上記の

様々な偏相関係数のパターンや，人口の多

い国において自給率が100％に収斂する理

由を説明できないからである。

このように国際貿易論で通常挙げられる

規模効果は，その多くが本節の分析結果と

一致しない。小国の特化傾向も説明として

は不十分である。

以上の特徴を整理すると，人口によって

表される国レベルの規模効果は，自給促進

的，輸入代替的で比較優位に貢献しない外
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部効果である。こうした特徴は，全体とし

て何らかの政策介入，特に国内農業保護の

影響を示唆するものである。とくに比較優

位を伴わない輸入代替は何らかの歪みを反

映したものとみられる。
（注24）

（注21）たとえばDeardroff（1984），クルーグマ
ンほか（1996），Leamer and Levinsohn
（1995）など。

（注22）国の規模を表す各種変数は人口と正の相関
をもつと考えられるので，そうした各種の規模
要因は人口を用いた分析の結果に影響を及ぼす
可能性がある。本項ではその点を検証している。
無論ここでは国の生産規模や地理的規模そのも
のを表す変数を分析対象としてはいないので，
検証の結果は国の規模と自給率の関係における
当該変数の重要性を否定するものではない。

（注23）一人当たり耕地面積をコントロールしてい
るので地理的な要因はある程度捨象されている
可能性がある。

（注24）なお外部効果のパターンだけをみれば国産
品への選好という説明もありえるが，そのよう
な消費者レベルの要因と国の規模との相関は考
え難い。人口が多い国における高い穀物耕地シ
ェアは他品目の輸入依存かあるいはそれだけ単
調な食生活を示唆しており，home biasによる
説明は難しいと考える。

ｃ　安全保障と供給制約

上記の議論と対照的に，農産物貿易の特

殊な性格はデータとよく符合している。偏

相関分析の結果を説明する有力な候補は，

国の食料安全保障と国際穀物市場の供給制

約，およびそれらを背景とする国内農業保

護であろう。

食料は必需品であるため，多くの国で安

全保障を根拠とする国内農業保護政策がと

られている（Houck（1992），Reed（2001））。

国際穀物市場の供給制約と不安定性は，安

全保障上のリスクに対する懸念を正当化す

るものである。一般的な要因としては国際

紛争や，作柄と価格の不安定が挙げられ

る。

しかし大きな国の場合には，それ以外の

要因も考慮する必要がある。大きな国の輸

入は国際価格に影響を与えてしまう。つま

り「小国の仮定」が
（注25）

成立しない。Reed

（2001）によれば，大きな輸入国は輸入量

削減による国際価格引き下げで利益を得る

ことが可能である。さらに物理的な限界も

ある。例えば中国のような大国の需要を全

面的に輸入で賄うことは，少なくとも現状

では困難である。

こうしたことから，大きな国ほど国際市

場の供給制約が厳しいため，物理的な必要

と安全保障上の理由から自給傾向が強いの

だと解釈できる。

（注25）国際市場に対して国が充分に小さいため一
国の貿易が国際価格に影響しないという仮定。

以上の分析を受けて，本稿の範囲で日本

の位置付けを示そう。

回帰分析の結果から世界における日本の

位置付けを整理すると，限界的な穀物生産

国であることと，小国のような輸入依存と

いう２つの特徴が指摘できる。後者は安全

保障上のリスクを伴っていると考えられ

る。

（１） 限界的な穀物生産国

世界的にみて，日本における自給率の低

さは耕地賦存と所得から説明できる水準で
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ある。日本の耕地賦存は穀物供給のほとん

どを輸入に依存する国々を若干上回る程度

であり，高い所得水準も考慮すれば日本は

いわば穀物生産に関して限界的な位置にあ

る。

世界各国における穀物の自給率と，耕地

賦存と所得水準という２つの基礎的な変数

の間に特徴的な変動パターンが見いだされ

た。そして日本はほぼその回帰曲面上に位

置している。日本の自給率は25.1％，それ

に対して回帰式２（前掲）による予測値は

22.9％である。つまり，耕地が希少である

ことと高所得による，日本の比較劣位化と

輸入依存は世界各国の傾向と一致してい

る。日本の自給率低下の基底にあるのは土

地資源賦存であることが，あらためて確認

された。

これまで，日本と欧米の耕地賦存格差は

常に意識されてきたが，それが日本の自給

率にどの程度の影響を及ぼすのか明確では

なかった。本稿は，その点を論じる枠組み

を提供できる。前掲第１図で高所得段階の

国々を比較すると，日本の耕地賦存（一人

当たり面積0.037ha）は，農業保護により高

い自給率を達成した西欧諸国を含む階層

（同0.1ha以上）よりも，むしろ穀物の生産

から撤退してほとんどを輸入に依存する階

層（同0.03ha未満）に近い。そのため日本

は自給率が低いだけでなく，その引上げも

比較的困難とみられる。その意味で日本は，

世界のなかでいわば限界的な穀物生産国で

ある。

（２） 小国のような輸入依存

しかし耕地賦存と所得水準の条件が厳し

いとはいえ，人口の大きさを考慮に入れる

と日本の自給率は世界的傾向からみて異例

に低く，小国のような特化傾向を示してい

る。

日本の自給率は25.1％，それに対して説

明変数に人口を加えた回帰式３（前掲）の

予測値は44.6％である。日本の自給率は予

測値の半分強にすぎない。このように，耕

地が希少で高所得という不利な条件による

影響を斟酌
しんしゃく

しても，やはり人口の大きさ

からすると日本の自給率は世界的な傾向か

らみて異例に低いのである。

上記のとおり，耕地賦存と所得水準だけ

をみれば，日本の自給率は世界的傾向とほ

ぼ一致するのであるから，日本はあたかも

人口の少ない小国のように要素賦存に従っ

た特化パターンを示しているといえよう。

もし前節で考察したとおり，人口の大きな

国における自給傾向が食料安全保障上の必

要によるものだとすれば，日本の輸入依存

には少なからぬリスクが伴っている可能性

が高いと考えられる。

日本のおかれた位置と今後の展望につい

ては，次稿で耕地賦存，所得水準，人口の

分布や，それらの規定要因と自給率の各種

構成要素の関係について分析を行ったうえ

でさらに詳しく述べたい。
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